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外 務 省

［２０９億円］１．我が国の国益上重要な地域・分野へのＯＤＡの重点的実施

（１）アジアの安定と成長のためのＯＤＡの戦略的活用

●東アジア開発イニシアティブ（ＩＤＥＡ）の推進

（広域開発無償の拡充：５０億円）

（国際機関を通じたＩＤＥＡ関連支援拡充：５億円）

●政策支援のアジアへの重点的実施（３億円）

●東アジア経済連携強化へのＯＤＡの活用（IT、貿易関連能力開発、知的所有権）

（２）紛争予防、平和構築に関係する地域、分野におけるＯＤＡの積極的活用

●アフガニスタン復興支援の着実な実施

（青年招聘事業の開始：０．７億円）

●ガヴァナンス無償の拡充（３０億円）

●対人地雷対策無償の拡充（５４億円）

●復興支援のための開発調査の活用（緊急開発調査の増等)（１２億円）

（３）留学生受入支援体制の拡充

●留学生支援無償の拡充（４２億円）

●私費留学生等支援の推進（１億円）

［５４０億円］２．環境をはじめとする人間の安全保障分野へのＯＤＡ活用

（１）循環型社会の構築、地球環境問題へのＯＤＡを通じた対応

●地球環境無償の拡充（１００億円） （※新重点４分野：④環境）

（２）教育、感染症、麻薬、テロ、ジェンダー等の分野への対応

●基礎教育支援への積極的取り組み

（子どもの福祉無償の拡充：６０億円） （※：①教育）

●麻薬対策無償の新設（３０億円）

●ジェンダー関連支援の拡充（３０億円）

●感染症対策無償の拡充（１２０億円）

（３）アフリカをはじめとする国際社会の人道的分野への貢献

●水資源無償の新設（２００億円）
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［１７５億円］３．国民参加のＯＤＡ実施：人材、地域社会、ＮＧＯ

（１）人材の発掘、育成、活用：ＯＤＡによる人間力の向上

●帰国協力隊員の人的資源の活用及び支援（１９億円） （※：①教育）

●シニア海外ボランティア事業の充実化（６８億円） （※：③高齢化）

●開発教育支援の充実（２億円） （※：①教育）

●国際開発高等教育機構を通じた人材養成（８億円）

●国際協力人材開発センターの立ち上げ（２億円） （※：①教育）

●国際緊急援助隊（地方自治体登録者・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録者）海外訓練・研修実施

（０．２億円）

（２）地域社会の活力の活用

●地域発信型国際協力の推進

（地域発信型国際協力モデル事業：草の根技術協力にて対応）

（地域発信型国際協力推進のための連絡会議：０．０６億円）

（地方との対話、情報提供の推進：１１億円）

●市民による国際協力活動の推進（２２億円） （※：②地域）

（３）ＮＧＯ支援の抜本的強化

●日本ＮＧＯ支援無償の倍増（４０億円）

●草の根技術協力の拡充（１４億円）

●地方ＮＧＯの組織・能力強化支援等（２億円）

●日本ＮＧＯ支援無償に係る業務委託（０．７億円）

●ＮＧＯ人材育成総合プログラムの拡充（０．７億円） （※：①教育）

［７７億円］４．ＯＤＡ改革の推進：戦略性と透明性・効率性向上

（１）戦略性

●特定援助政策策定調査費（０．４億円）

●国別・分野別援助計画策定（０．４億円）

●ＯＤＡ総合戦略会議の開催（０．２億円）

●プロジェクト形成発掘関連（３２億円）

（２）透明性・効率性向上

●評価の充実（３３億円）

●情報公開・広報の推進（１１億円）

●監査の拡充（０．５億円）

（注）上記１．～４．の計数は、別紙２の「予算概算要求の考え方」の計数積算上の

案件以外のものも含んでいるため別紙２に記載されている計数とは一致しない。
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